

















































































































































































































級局 加入数 事務用 住宅用 級局 加入数 事務用 住宅用
1 25万以上 1000円 700円
2 15万〃 900円 630円
1 5万以上 540円 380円 3 5万〃 800円 560円基本料 2 8千〃 480円 340円 4 8千〃 700円 490円
3 2千〃 420円 300円 5 2千〃 600円 420円
4 8百〃 360円 260円 6 8百〃 500円 350円








待時料金 即時料金 待時料金@（昼間） 即時料金@（昼間）
10kmまで 7円 10円 10円 14円
20　〃 10円 15円 20円 21円
30　〃 15円 20円 25円 28円
40　〃 20円 25円 30円 35円
60　〃 25円 35円 35円 49円
80　〃 30円 45円 40円 65円
100　〃 35円 55円 45円 75円
120　〃 40円 65円 50円 85円
160　〃 50円 75円 60円 100円
200　〃 60円 90円 70円 120円
240　〃 70円 105円 80円 140円
280　〃 80円 120円 90円 160円
320　〃 90円 140円 100円 180円






























級　局 加入数 事務用 住宅用 事務用 住宅用
1 8百未満 700円 500円 1400円 1000円
2 8百～8千未満 850円 600円 1700円1200円
基本料 3 8千～5万未満 1000円 700円 2000円 1400円
4 5万～40万未満 1150円 800円 2300円 1600円









距　離　区　分 手　動　料　金 自動料金 手　動　料　金自動料金
待時料金 即時料金 待時料金 即時料金










9円 12円 80秒P0円 12円 18円
30　〃
38秒7円
27円 30円 38秒P0円 39円 45円
40　〃 30秒V円 33円 39円
30秒
P0円 45円 60円
60　〃 21秒V円 39円 54円
21秒10円
60円 75円
80　〃 15秒V円 45円 72円
15秒10円
60円 105円
100　〃 13秒V円 54円 90円
13秒10円
75円 135円







240　〃 6．5秒@7円 90円 156円
6．5秒
P0円 135円 225円








750　〃 3秒V円 210円 360円
3秒
P0円 300円 510円















































年　　度 1953 1954 1955 1956 19575ヵ年の総額
（内部資金）
減価償却引当金 191 185 193 278 289 1，136
債券発行差損償却引当金 一 一 一 ｝ 一 一
収支差額 48 168 131 109 172 628
資産充当 43 一 9 105 76 233
（外部資金）
受益者債券 78 79 76 80 80 393
設備料 77 62 72 73 79 363
特別債券，その他 67 42 74 40 64 287
調達資金合計 505 536 556 685 761 3，043
建設投資額 606 519 539 664 693 3，021
（単位：万加入）
電話の架設状況 1953 1954 19551956 19575ヵ年の合計
架　設　数 21．9 19．7 20．9 22．2 24．1 108．8
積　滞　数 45．9 39．0 36．648．8 58．4 228．7
（2）第5次5ヵ年計画（1976年の料金全面改定前後） （単位：億円）
年　　度 1973 19741975 1976 19775ヵ年の総額
（内部資金）
減価償却引当金 5，633 6，4837，500 8，384 9，21537，215
債券発行差損償却引当金 373 388 381 366 426 1，934
収支差額 156 △1，709 △2，700 △1，8074β94 △1，666
資産充当 369 529 88 1 1 988
（外部資金）
受益者債券 4，329 4，419 4，1603，372 2，578 18，858
設備料 1，705 1，766 1，6521，428 1，471 8，022
特別債券，その他 2，000 3，9676，821 8，412 5，250 26，450
調達資金合計 14，564 15，84317，901 20，156 23，33591，799
建設投資額 11，681 13，405 14，18113，618 16，247 69，132
（単位：万加入）
電話の架設状況 1973 19741975 19761977 5ヵ年の合計
架　設　数 318．1 327．8 289．9 208．4151．8 1，296




























年　　度 1973 1974 1975 1976 1977
事業収入（1） 16，725 18，490 20，784 24，808 33，713
事業支出（2） 16，466 20，162 23，484 26，135 28，968
収　益（3） 17，050 18，820 21，103 25，182 34，036
費　用（4） 16，840 20，573 23，915 26，607 29，646



















































































































































































































































年　度 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984
収支差額 3，550 3，955 3，383 3，608 3，579 3，134 3，327
自己資本利益率 16．4 15．3 10．9 8．9 8．4 8．1 6．5
（筆者注）　自己資本利益率の自己資本は，期首および期末の平均値を使用している。
（出所）　日本電信電話公社監事『昭和57年度　日本電信電話公社監査報告書』，1985年および日本電信電話
　　　株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社史一経営形態変更までの八年の歩み』，情報通信総
　　　合研究所，1986年，資料編27頁～28頁をもとに作成。
引き下げを可能にする料金設定方式であり，実際に中距離・遠距離通話料の引き下げに関連してい
た。しかしながら，資本コスト方式による総括原価の採用によって余剰分を制限することが可能と
なっても，電電公社は毎年3，000億円を越える莫大な「収支差額」を生み出しており（図表7参照），
資本コスト方式による総括原価は電気通信料金を引き下げつつも，電電公社に高度な資本蓄積をも
たらす料金設定方式として位置づけることができる。
V　おわりに
　本稿では，原価を基礎として電気通信料金が設定されることになった電電公社時代の料金規制に
ついて検討した。
　公益事業において，料金を規制する料金設定方式が定められる目的は，事業者の独占的超過利潤
を規制し，利用者の負担を公正ならしめるためである。費用積上げ方式による総括原価の「設備拡
張資金の一部」は，その算定方法の明確な規定はなく，電電公社の裁量によって総括原価へ算入さ
れたため，電電公社の資本蓄積の一端を担っていた。また，費用積上げ方式による総括原価は，費
用を積み上げ計算することで，インフレ等の費用上昇による料金引き上げに対し，利用者からの社
会的合意を得やすいという利点があった。さらに，費用積上げ方式による総括原価は「設備拡張資
金の一部」を電話拡充の資金源に直接結びつけることで，料金引き上げに対する利用者からの社会
的合意を得ることも可能となり，「不当な」料金引き上げに荷担することになった。他方，資本コ
スト方式による総括原価は，総括原価に算入される「公共的必要余剰」を制限することによって料
金の引き下げを可能にし，実際に中距離・遠距離通話料の引き下げに貢献した。しかしながら，資
本コスト方式による総括原価を採用していた期間において，電電公社は莫大な資本を蓄積し，独占
利潤を獲得していたため，資本コスト方式による総括原価は電気通信料金を引き下げつつも，電電
公社に高度な資本蓄積，独占利潤をもたらす料金設定方式として位置づけることができる。
　このように，電電公社は，原価に基づいて電気通信料金を算定する料金設定方式を定めながら
も，その料金設定方式の中で料金を不当に引き上げ，莫大な資本を蓄積し，独占利潤を獲得してい
たのであった。従って，電電公社時代の料金規制は，電電公社の独占的超過利潤を規制し，利用者
の料金負担を公正ならしめるという本来の目的は果たされていなかったといえる。
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（注）
1プライス・キャップ規制については拙稿「電気通信事業における料金規制一プライス・キャップ規制を中心
　として一」『商学研究論集』，第14号，2001年を，長期増分費用方式については拙稿「長期増分費用方式によ
　る相互接続料金の算定方法」『商学研究論集』，第19号，2003年を参照されたい。
2日本の電信創業は1869（明治2）年であり，電話創業は1890（明治23）年であった。
3岩井眞「電信電話料金形成の史的考察一電信電話料金決定の基本的考え方の変遷を中心として一」『公益事
　業研究』，第30巻，第3号，1979年，64頁。
4西川義朗『公益企業の料金と財務』，税務経理協会，1980年，3頁および25頁。
5産業学会『戦後日本産業史』，東洋経済新報社，1995年，829頁および日本電信電話公社二十五年史編集委員
　会『日本電信電話公社二十五年史　上巻』，電気通信協会，1977年，9頁。
6井上照幸『電電民営化過程の研究』，エルコ，2000年，49頁。
7岡野行秀・植草益編『日本の公企業』，東京大学出版会，1983年，225頁。
8日本電信電話公社二十五年史編集委員会，前掲書（注5），12頁。
9井上，前掲書（注6），53頁。
lo同上書，55頁～56頁。
ll日本電信電話公社電信電話事業史編集委員会『電信電話事業史（第1巻）』，電気通信協会，1959年，244頁。
121952年には，「日本電信電話公社法」および「日本電信電話公社法施行法案」とともに，「国際電信電話株式
　会社法案」も成立した。この「国際電信電話株式会社法」に基づいて，国際電信電話株式会社（KDD）は
　1953年から民営としてその業務を開始することになった。
13距離別時間差法とは，距離と時間の二要素によって通話料金を算定する方法である。それ以前は，距離に応
　じて1通話（3分）あたりの料金が定められていたが，この料金制度からは距離に応じて単位料金7円（市
　内通話の度数料と一致）で通話できる秒数が定められ，通話時間に応じて課金される方式となった。
14広域時分制とは，生活圏，経済圏の広域化に対応する料金制度として，通話料金の全てを距離と時間に応じ
　て課金する方式である。この料金制度以前の市内通話には時間の制限がなく，1度数7円の方式が採られて
　いたが，広域時分制に変更されてからは時間に応じて課金されることになった。
15日本電信電話公社二十五年史編集委員会②r日本電信電話公社二十五年史　中巻』，電気通信協会，1978年，
　159頁。
16井上，前掲書（注6），251頁～252頁。
17加入者引受債券制度とは，単独電話の加入申込者および2の共同電話の加入申込者，そしてこれらの電話の
　戦災復旧を受けた加入者に対して，1～6万円の範囲内の債券を引き受けてもらう制度であり，諸外国でも
　例を見ない資金調達方法であった。
18電話設備負担金とは，電話の加入申込者，構内交換設備および内線電話機の装置を請求する加入者に対し
　て，その設置に必要な費用の一部を負担してもらう資金調達の一手段であった。
19秋草篤二「電電公社が当面する課題」『公益事業研究』，第28巻，第1号，1976年，29頁。
20岩井，前掲稿（注3），79頁。
21北久一「総括原価について」『公益事業研究』，第21巻，第2号，1969年，36頁。
22私営の公益事業では，ある一定の株式配当の予定額を総括原価に含めることが認められていた。
23日本電信電話公社二十五年史編集委員会②，前掲書（注15），173頁～174頁。
24現代公益事業講座編集員会『公益事業料金設定論』，電力新報社，1975年，124頁～125頁。
25当時の電電公社の通話料は諸外国と比較して，区域内通話料で2分の1以下の料金であったのに対し，遠距
　離通話料では2～3倍高い料金となっていた。
26日本電信電話株式会社社史編集委員会『日本電信電話公社社史一経営形態変更までの八年の歩み』，情報通
　信総合研究所，1986年，96～99頁。
27電信電話諮問委員会「電信電話諮問委員会答申」，1978年。
28西川，前掲書（注4），167頁。
29電電公社はその当時，自動車電話の開発，データ通信サービスの開発・拡充のために余剰分を必要としてい
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　た。
30電信電話諮問委員会，前掲資料（注27）。
n
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